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Ⅰ　はじめに

　日本における大都市圏の構造変容に関する研究は、北米の動向をふまえてなされてきた部分が

大きい。特に、アメリカ合衆国の大都市圏においていち早く指摘された「郊外核」の成長や大都

市圏の「多核化」は、日本においてもその現象の有無や内実をめぐって活発な議論がなされてき

た（石川，2008；藤井，1990）。

　本研究において研究対象とするカナダのトロント大都市圏も、アメリカ合衆国と同様に郊外核

の形成がすすんできた地域である。CMA（Census Metropolitan Area）におけるオフィススペース

は第二次世界大戦後に大幅に増加してきたが、CMA全体に占めるトロント中心部（旧トロント市）

の割合は、1950年代にすでに低下が始まっていた。また、旧トロント市を取り巻く地域（旧メ

トロトロント）の占める割合も 1980年代には低下が始まり、その外側に位置する地域における

オフィスの成長が顕著になってきた（Matthew, 1993）。このように、オフィス立地の郊外化がす

すんできたが、1980年代以降のオフィスの立地場所は、それまでの都心部や地下鉄の駅周辺に
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とどまらず、ハイウェイに沿った地区やインターチェンジ付近などを指向するようになってきた

（Canadian Urban Institute, 2011；Charney, 2005a, 2005b）。これらが郊外核としての成長をみせてい

る。

　本研究では、こうした郊外の雇用成長を、通勤流動の側面からみていく。中心都市であるトロ

ント市への通勤率をもとに通勤圏を設定した上で、中心都市・郊外双方向の通勤者数をもとにし

た指標から中心都市―郊外間の結びつきを検討する。最後に、郊外の中でも雇用中心となってい

るいくつかの都市を取り上げ、当該都市の通勤圏について考察する。

Ⅱ　トロント市への通勤による中心都市―郊外の関係変化

1．トロント市への通勤率

　トロント大都市圏の中心都市はトロント市（City of Toronto）である（図 1）。オンタリオ州の

州都であるトロント市は、人口 2,731,571人（2016年）を有するカナダ最大の都市である。CMA

単位でみると、トロント CMAの人口は 5,928,040人（2016年）に及ぶ。

　本章では、トロント市への通勤率から、トロント大都市圏の範囲を考察する（図 1）。本研究

における通勤率とは、例えば A市への通勤率という場合、各自治体の常住就業者数に占める A

1.North Dumfries    2 .Kitchener   3 .Cambridge    4 .Waterloo   5 .Guelph/Eramosa    6 .Burl ington   
7.Grand Valley   8.East Garafraxa   9.Adjala-Tosorontio   10.Bradford West Gwillimbury   11.Newmarket   
12.Aurora   13.Richmond Hill   14.Whitchurch-Stouffville   15.Whitby   16.Orangeville   17.Shelburne

図 1　トロント市への通勤率（2016年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　  出典：カナダ統計局．
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市への通勤者数の割合とする。トロント市への通勤率が 30％を超えるのは、トロント市の北部

から東部にかけての地域である。20-30％、10-20％の地域についても、北部や東部へと広がりを

みせていることがわかる。対照的に、西部方面には通勤率の高い地域の広がりはさほどみられな

い。後述するように、郊外における中心性の高いミシサガ市（City of Mississauga）の存在が大き

いと考えられる。

　続いて、2011年から 2016年にかけてのトロント市への通勤率の変化を検討する。表 1は、ト

ロント市への通勤率 10％以上（2016年）の自治体について、2016年時点の通勤率とその変化（2011

年から 2016年）を示したものである。大半の郊外自治体は、トロント市への通勤率が低下して

いる。特に、通勤率 20％以上の高率の自治体においては例外なく低下している。すなわち、ト

ロント市に近接し早い段階でトロント市の通勤圏に組み込まれたこれらの自治体は、すでにトロ

ント市のベッドタウンとしての発展は終えているものと解釈できる。これらよりも通勤率の低い

自治体（10-20％）の中には、トロント市への通勤率が上昇したところも存在するが、過半数は

低下傾向にあり、トロント大都市圏全体としてもベッドタウン的発展は少なくなっていると判断

できる。こうした中で、シェルバーン町（Town of Shelburne）だけは、通勤率が約 10ポイント上

昇している。2011年にはトロント市への通勤率は 5.0％に過ぎなかったが、2016年には 15.1％と

2016年 変化（2011～ 16年）
トロント市への
通勤者数

トロント市への
通勤率

トロント市への
通勤者数

トロント市への
通勤率

Pickering 19,880 41.7 -235 -1.5 
Ajax 24,170 39.1 310 -2.4 
Markham 59,085 37.0 1360 -2.2 
Vaughan 51,490 32.3 -690 -2.9 
Richmond Hill 29,290 30.0 -1735 -2.6 
Whitby 16,645 25.6 60 -0.5 
Whitchurch-Stouffville 5,740 24.6 530 -1.7 
Mississauga 77,085 21.3 -4820 -1.4 
Aurora 6,380 21.3 -185 -1.6 
King 2,560 19.3 630 0.7 
Oakville 19,050 19.3 170 -0.8 
Brampton 47,730 16.3 2715 -1.4 
Newmarket 7,020 15.6 -190 -1.2 
Shelburne 115 15.1 85 10.1 
Caledon 5,470 14.9 175 -1.7 
Oshawa 10,750 14.6 785 0.4 
Bradford West Gwillimbury 2,475 13.2 655 1.1 
Uxbridge 1,485 12.8 -260 -2.6 
Milton 7,180 12.7 1265 -0.3 
East Gwillimbury 1,635 12.6 -90 -0.9 
Clarington 5,785 12.1 645 0.3 
Georgina 2,655 11.1 230 0.4 
Innisfil 1,940 10.1 225 -0.2 

出典：カナダ統計局．

表 1　トロント市への通勤率 10％以上の自治体（2016年）
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なっている。シェルバーン町はもともと人口規模の小さい自治体であるが（2011年 5,846人）、

2011年から 2016年にかけて人口が 2,280人も増加し 8,126人となった。おそらく、局地的な開

発などによって人口が急増し、トロント市への通勤率が大幅に引き上げられたものと思われる。

言い換えれば、ベッドタウン的な発展はこうした局地的なものに限定されているともいえよう。

2．トロント市との流入・流出比

　1節で示した通勤率は、郊外自治体からトロント市への通勤流出のみに焦点を当てたものであ

る。これに対し、ここで取り上げるのは、流入・流出比という指標である（表 2）。これは、「ト

ロント市からの通勤流入者／トロント市への通勤流出者× 100」で示されるものである。この数

値が 100を上回れば、トロント市からの通勤流入者が卓越し、100を下回れば、トロント市への

通勤流出者が卓越することを意味する。

　表 2によれば、流入・流出比が 100を上回る自治体は一つもなく、過半数は 20をも下回る状

況である。これは、居住機能に特化した郊外自治体の典型的特徴といえる。そうした中で流入・

流出比が比較的高い自治体も存在する。2016年において 80を上回るヴォーン市（City of 

2011年 2016年
変化

（2011-16年）
トロント市
への通勤率

Pickering 20.1 22.1 2.0 41.7 
Ajax 8.7 8.9 0.1 39.1 
Markham 63.1 65.3 2.2 37.0 
Vaughan 74.1 87.2 13.1 32.3 
Richmond Hill 36.4 39.8 3.4 30.0 
Whitby 8.1 9.4 1.3 25.6 
Whitchurch-Stouffville 14.5 16.4 1.9 24.6 
Mississauga 71.3 81.6 10.2 21.3 
Aurora 27.8 33.3 5.5 21.3 
King 28.5 18.2 -10.3 19.3 
Oakville 21.7 24.3 2.6 19.3 
Brampton 31.3 29.3 -2.0 16.3 
Newmarket 29.6 30.8 1.2 15.6 
Caledon 28.3 29.3 0.9 14.9 
Oshawa 15.2 16.7 1.6 14.6 
Bradford West Gwillimbury 11.3 10.9 -0.4 13.2 
Uxbridge 21.2 15.2 -6.1 12.8 
Milton 14.8 12.0 -2.8 12.7 
East Gwillimbury 17.7 14.1 -3.6 12.6 
Clarington 3.7 8.0 4.3 12.1 
Georgina 3.9 4.9 1.0 11.1 
Innisfil 5.5 5.2 -0.4 10.1 

流入・流出比＝トロント市からの通勤流入者／トロント市への通勤流出者× 100
トロント市への通勤率 10％以上の自治体（2016年）について表示．
トロント市への通勤率の高い順に示してある．
Shelburneは，データがそろわないため省略．
出典：カナダ統計局．

表 2　トロント市との通勤における流入・流出比
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Vaughan）、ミシサガ市、60を上回るマーカム市（City of Markham）がそれに該当する。これら流

入・流出比の高い自治体は、トロント市に近接しトロント市への通勤率が高いという特徴をもっ

ている。早い段階でトロント市の通勤圏に組み込まれたこれらの自治体では、常住人口の増加に

とどまらず雇用成長もすすんできたことを示唆している。この流入・流出比が郊外自治体として

いかに高いものであるかを確認するために、大阪府内の自治体における大阪市との流入・流出比

（2015年）を算出してみた。大阪府内 42自治体（大阪市を除く）のうち、大阪市との流入・流

出比が 50を上回るのは門真市、田尻町、摂津市、東大阪市のみであり、最大の門真市でも 62.8

である。ヴォーン市の 87.2、ミシサガ市の 81.6、マーカム市の 65.3がいかに高い数値であるか

がわかる。

　流入・流出比の変化という観点からみると、もともと数値の高かったヴォーン市、ミシサガ市

において上昇の幅が大きいことがわかる（ヴォーン市 13.1ポイント上昇，ミシサガ市 10.2ポイ

ント上昇）。雇用中心としてすでに発展を果たしていた都市が、トロント市への通勤による依存

度をさらに弱めてきたといえる。

Ⅲ　郊外の雇用中心の特性

1．それぞれの雇用中心の特徴

　トロント大都市圏においては、大半の郊外自治体において中心都市であるトロント市への通勤

率が低下していた。さらに、ミシサガ市、ヴォーン市、マーカム市は、トロント市との間の流入・

流出比が郊外自治体としては非常に高く、郊外の雇用中心としての性格を強く持つことが明らか

になった。そこで本章では、これら 3自治体を取り上げ、それぞれの通勤圏や流入・流出比の特

徴を考察する。はじめに、それぞれの概要を示す。

　ミシサガ市は、トロント大都市圏における最大の郊外都心を有する自治体である（Charney, 

2005b）。ミシサガ市庁舎付近を中心に郊外都心が計画され（Relph, 1991）、現在ではオフィスビ

ルや超高層マンション、巨大ショッピングモールが集積する。当該エリア以外にも、ハイウェイ

401号線、403号線、407号線、410号線の交差するエリアなどに企業が集積している。市の北部

には、カナダ最大の国際空港であるトロント・ピアソン国際空港が位置しており、それに関連す

る企業の集積も著しい。

　ヴォーン市には、多くのハイウェイが通っているほか、オンタリオ地区最大の貨物操車場であ

るマクミランヤード（MacMillan Yard）も立地している。さらに、トロント・ピアソン空港に近

接するという条件も加わり、製造業による雇用成長が著しい都市である（ヴォーン市ホームペー

ジによる）。

　マーカム市では、ハイウェイ 404号線と 407号線の交差するエリア、およびハイウェイ 404号

線とスティールズ・アベニュー（Steeles Ave）の交差するエリアにオフィス地区が形成されてい

る（Charney, 2005a, 2005b）。また、情報通信産業の集積がすすむ都市でもあり、IBMをはじめと

する世界的企業がカナダ国内における拠点を置いている（マーカム市ホームページによる）。
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2．雇用中心への通勤率

　図 2は、ミシサガ市、マーカム市、ヴォーン市それぞれへの通勤率（2016年）を示したもの

である。10％以上の通勤率を示す自治体数は、ヴォーン市では 1自治体（King）のみ、マーカム

市では 2自治体（Richmond Hill，Whitchurch-Stouffville）のみであるのに対し、ミシサガ市では 7

自治体と多く、10％通勤圏が広範囲に及んでいることがわかる。

　表 3には、ミシサガ市、マーカム市、ヴォーン市それぞれへの通勤率 10％以上（2016年）の

自治体について、2016年時点の通勤率とその変化（2011年から 2016年）に加え、トロント市へ

の通勤率も示してある。トロント市への通勤率と関連づけてみると、興味深い点を指摘できる。

マーカム市やヴォーン市への通勤率 10％以上の自治体は、いずれもマーカム市、ヴォーン市そ

れぞれへの通勤率よりもトロント市への通勤率のほうが高いのに対し、ミシサガ市への通勤率

10％以上の自治体の中には、トロント市への通勤率よりもミシサガ市への通勤率のほうが高いと

ころが多い。つまり、マーカム市、ヴォーン市の 10％通勤圏内の自治体は、あくまでトロント

が主たる通勤先であり、マーカム市、ヴォーン市は二次的な通勤先に過ぎないとみることができ

る。一方、ミシサガ市の 10％通勤圏内の自治体の多くがトロント市よりもミシサガ市を主たる

通勤先としているという点は、先にみたミシサガ市の 10％通勤圏の広さとともに、ミシサガ市

の雇用中心としての性格の強さを示すものである。

　なお、Ⅱ章でみたように、シェルバーン町は、トロント市への通勤率が 2011年から 2016年に

図 2　ミシサガ市，マーカム市，ヴォーン市への通勤率 (2016 年 )

Shelburne はミシサガ市への通勤率が 30%- に該当．

1.Richmond Hill   2.Whitchurch-Stouffville

図 2　ミシサガ市，マーカム市，ヴォーン市への通勤率（2016年）
　　　　　　　　　　　 Shelburneはミシサガ市への通勤率が 30％ -に該当．
　　　　　　　　　　　 出典：カナダ統計局．
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かけて約 10ポイント上昇しており（表 1）、トロント大都市圏郊外の局地的なベッドタウン的発

展の事例とみなすことができるとした。しかし、表 3をみると，2016年のミシサガ市への通勤

率は 46.1％と、トロント市へのそれ（15.1％）よりも圧倒的に高い。さらに、2011年から 2016

年にかけてミシサガ市への通勤率は 26.9ポイントも上昇しており、10.1ポイントの上昇であっ

たトロント市へのそれよりもはるかに大きい。つまり、シェルバーン町の人口増加は、トロント

市のベッドタウンというよりも、ミシサガ市のベッドタウンとしての発展による部分がはるかに

大きいと考えることができる。

　さらに、ハルトンヒルズ町（Town of Halton Hills）とエリン町（Town of Erin）は、トロント市

の 10％通勤圏には含まれないものの、ミシサガ市の 10％通勤圏には含まれている（図 1，図 2）。

つまり、中心都市への通勤率を指標とした場合の大都市圏に含まれないが、郊外の雇用中心の通

勤圏には含まれるということになる。郊外の雇用成長と関連した大都市圏隣接地域の変容は超郊

外化として言及されてきたが（O'Connor, 1980；O'Connor and Maher, 1979；Roseman, 1980）、ハル

トンヒルズ町、エリン町の動向は、これに相当するものと考えることができる。

2016年 変化（2011～ 16年）
ミシサガ市へ
の通勤者数

ミシサガ市
への通勤率

トロント市
への通勤率

ミシサガ市へ
の通勤者数

ミシサガ市
への通勤率

トロント市
への通勤率

Shelburne 350 46.1 15.1 235 26.9 10.1 
Brampton 69315 23.7 16.3 7205 -0.7 -1.4 
Milton 12995 23.0 12.7 2040 -1.1 -0.3 
Halton Hills 6235 18.4 8.7 115 -0.7 -0.1 
Oakville 16700 17.0 19.3 -495 -1.4 -0.8 
Caledon 5035 13.7 14.9 820 0.5 -1.7 
Erin 915 13.6 5.3 140 1.1 -1.7 

2016年 変化（2011～ 16年）
マーカム市へ
の通勤者数

マーカム市
への通勤率

トロント市
への通勤率

マーカム市へ
の通勤者数

マーカム市
への通勤率

トロント市
への通勤率

Whitchurch-
Stouffville

3930 16.9 24.6 960 1.9 -1.7 

Richmond Hill 9740 10.0 30.0 630 0.4 -2.6 

2016年 変化（2011～ 16年）
ヴォーン市へ
の通勤者数

ヴォーン市
への通勤率

トロント市
への通勤率

ヴォーン市へ
の通勤者数

ヴォーン市
への通勤率

トロント市
への通勤率

King 2065 15.6 19.3 435 -0.1 0.7 

ミシサガ市

マーカム市

ヴォーン市

表 3　郊外 3都市それぞれへの通勤率 10％以上の自治体（2016年）

出典：カナダ統計局．
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3．雇用中心との流入・流出比

　表 4は、ミシサガ市、マーカム市、

ヴォーン市それぞれとの流入・流出比

を示したものである。ミシサガ市との

流入・流出比は、2011年から 2016年

にかけて、多くの自治体で上昇傾向、

つまり、ミシサガ市への通勤流入が相

対的に弱まる傾向にある。ミシサガ市

は、郊外の中でも中心性の高い自治体

ではあるが、「郊外の雇用中心＋そこ

に通勤で依存していく周辺自治体」と

いう図式が成立しないことがわかる。

トロント大都市圏郊外の自治体がたど

った「トロント市への通勤依存から通

勤率の低下へ」の流れを、ミシサガ市

とその周辺自治体も同様にたどってい

るのかもしれない。

　マーカム市、ヴォーン市との流入・

流出比は、周辺自治体でむしろ低下傾

向、つまり、マーカム市、ヴォーン市

への通勤流入が相対的に強まる傾向に

ある。ミシサガ市ほど中心性の高くないマーカム市、ヴォーン市は、まだ周辺自治体から通勤流

入を集める方向にあると言える。

Ⅳ　おわりに

　本研究では、トロント大都市圏における通勤流動パターンの変化を考察した。郊外からトロン

ト市への通勤率は低下傾向にあり、ベッドタウン的な発展は局地的なものに限定されるようにな

った。流入・流出比の指標からみると、郊外の多くの自治体において、トロント市への一方的な

通勤流出に歯止めがかかっていることが明らかになった。特に、ミシサガ市、ヴォーン市、マー

カム市は、郊外の中でも流入・流出比がかなり高かった。

　これら 3自治体を取り上げてそれぞれへの通勤圏を検討したところ、ミシサガ市の通勤圏は他

の 2自治体に比べて広く、トロント大都市圏域の外側にまで及んでいることが明らかになった。

こうした動向は超郊外化とみなされるものである。また、ヴォーン市やマーカム市の通勤圏（10

％通勤圏）に含まれる自治体においては、トロント市への通勤率のほうが高いのに対し、ミシサ

ガ市の通勤圏内の自治体の多くは第一位通勤先をミシサガ市としている。こうした点から、ミシ

サガ市が郊外の中でも雇用中心としての中心性がきわめて高い自治体であることが明瞭である。

2011年 2016年
ミシサガ市
への通勤率

Brampton 29.7 27.1 23.7 
Caledon 15.9 19.0 13.7 
Erin 3.2 3.8 13.6 
Halton Hills 13.2 20.1 18.4 
Milton 21.9 22.2 23.0 
Oakville 66.9 82.4 17.0 

2011年 2016年
マーカム市
への通勤率

Richmond Hill 82.9 79.9 10.0 
W h i t c h u r c h -
Stouffville

31.0 28.0 16.9 

2011年 2016年
ヴォーン市
への通勤率

King 21.2 19.6 15.6 

ミシサガ市

マーカム市

ヴォーン市

表 4　郊外 3都市それぞれとの流入・流出比

3都市それぞれへの通勤率 10％以上の自治体（2016年）につい
て表示．
出典：カナダ統計局．

Shelburneは，ミシサガ市への通勤者数のデータがないため省略．
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そのミシサガ市も、通勤圏内の自治体との流入・流出比をみると、ミシサガ市への一方的な通勤

流入に歯止めがかかる状況にある。すなわち、「大都市圏中心都市への通勤依存から通勤率の低

下へ」という、大都市圏全域スケールでみられた中心都市―郊外間の関係変化が、郊外の雇用中

心であるミシサガ市の通勤圏内においても同様に、「ミシサガ市への通勤依存から通勤率の低下

へ」という形で生じているのかもしれない。

　大都市圏郊外の雇用成長、多核化の進展などはこれまでも活発に議論されてきたが、本研究で

は、近年のトロント大都市圏においてもこれらの現象が継続して生じてきたことが明らかになっ

た。一方、大都市圏の構造変容に関するもう一方の関心として、都心の人口回復が挙げられる。「中

心都市＝雇用、郊外＝居住」という大都市圏の基本的図式が変容してきたことに関しては、本研

究で着目してきた郊外における雇用成長だけでなく、中心都市の人口成長にも目を向ける必要が

ある。これについては今後の課題としたい。
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Abstract

　Many studies on the commuting patterns of metropolitan areas have noted a decline in the rate of 

commuting from suburbs to the urban center. The extent to which this trend continued in the 2010s has not 

been extensively researched. This study examines changes in commuting patterns in the Toronto 

metropolitan area from 2011 to 2016 based on the census data.

　Results showed that the rate of commuting from the suburbs to Toronto has decreased. The cities of 

Mississauga, Markham, and Vaughan, in particular, have grown as suburban nucleations, the largest of 

which is Mississauga. The commuting area to Mississauga has been expanding to exurban areas, which are 

not included in the Toronto metropolitan area defined as a commuting area to Toronto.

Keywords：metropolitan suburbs, commuting pattern, Toronto metropolitan area


